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　・稽に伺’随している眉報が止確t”ど・一いLいう二とだと思い竺す＝今売⊃ている米り．〕セシウ。Z・1、何ベ
クレルかというような⊥E罐な情幸1］をつけて兀り、トし一サ已リティーをし・二）かりさせると、非，需に価
値f，高くなるのではないかと思います　ですから、安心安全を求める消費者に、価値の低いものが流
通しぶいような競争に持ってい／J・なければいけないわけですが、そのためには生産と流通が一体とな
って、．より．一一段高い安全性を求めなければなりませんし、トレーサビリティーを更に止確なものとす
る必要があります．改革するのであればそういう方向だと思います，
　ですから、宮城県知事が言っているような民間企業を参入させたら何とかなるだろうという話では
ありません民間企業を参人させてもいいのですけれども、参入させてから何を目指すかというビジ
ョンがないために、対立をまねいているのではないかと私は思います．
　またそもそも、漁業者と県知事との間で対立が高まったのは、その政策の中身の善し悪し以前に、
合意形成の失敗による部分が大きいと思います，
　漁業改革を行うに当たって、H本では、決まったルーノしに基づいて合意形成を行うという素地がど
うやらないようです．例えばニュージーランドの場含だと、これがあるのです、ニュージーランドで
は、1980年代からITQ（個別割当制度）という新しい仕組みを漁業に導人し始めましたttその際のル
ールは、漁業者団体に諸国する漁業者の85％が賛成すれば、新しい漁業管理の制度を導入するとい
うものでした　そして、実際、ニュージーランドのイセエビ漁業の団体は、85％の得票がとれず、
この業界だけITQを・時期導入していないという状況がありました　その後、この団体でも85％以
一Lの得票がとれたので今ではITQに移行しているのですが、その裏にはこのような話があったのです
　なぜ当事者の合意が必要なのか，こ二までの話を間かれた皆さんはもうおわかりだこ思いますが、
その方が、遵守率が高ミなり、監視取締乃コストが下がることが1つあると思います　海は広く、監
視船を隅ぐまで出して見張るわけにはいきません．／魚業者の相互監視が重要で寸し、また、口分たち
で主体的に決めたJし一．／しであれば違反者は少なくなる効果もあるでしょう　逆に、上から無理矢理ト
ッフタウンで押しっけられた・レールは、陰で皆が暗黙の了解のもとで破るような状況が生じるかも、知
れません．
　宮城県の場合は、漁獲漁業を対象とするITQ制度ではなく、養殖業への企業参入に関する新ルール
を定める件ですが、やはり当事者の合意取り付けがなければ、FTI滑な制度の運用は難しいでしょう
今回の場合は、特区の法律をよく読めば、実際に企業が参入する前に、このような合意取り付けプロ
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セスがある程度重要になっていると分かります．tしかし、今後、無用な対立を避ける上でも、新ルー
ルを定める際には当事者の85％以上が同意すること、といったルールを定めておくことは重要です．
　なお、漁業者は既得権を持っていて、それを新規参入者に渡さないので、結果として産業の効率化
が遅れている、という声もありますそのような立場から見れば、既存の漁業者の85％が同意しな
ければ物事が決まらないのは、やはり新規参入を潰すためのルーノレでしかない、と受け止めるノ’kもい
ろでしょう　漁業を経済活動という観点だけから見ると、その議論はもっともです　しかし、ここで
国民的な議論が必要になっている点は、日本漁業の目的を経済的な日的だけでみろのかどうかという
点です．ニュージーランドやノルウェーのkうに、魚をあまり食用にせず、むしろ畜産物を食用とす
る国では、漁業の主目的は輸出です　｝二って1溢済：効率の高い操業を行い、漁業者の数を減らして少数
精鋭にすればその目的は達成されます．、実際、ニュージーランドでは、先ほどのITQを導入した後に
は、漁業者の「選択と集中一が起こり、小さな漁村には漁獲枠がなくなってしまい、その集落は廃村
のようになったところもあるそうです　しかし、ニュージーランド経済では、農業の占める位置が大
きいため、小さな漁村が廃れても、国全体のレベルではそれほど大きな問題とはされなかったとのこ
とです
　日本の漁業者の多くは、1人乗りの船をつかって操業する白営業者です　このような漁業者が、産
業がない離島や半島などに点在しているために、その地域社会が成り立っている場所も多いわけです
これは、目本人が昔から魚食民族であったために、そのような社二会になっていると見て良いでしょう
このような中で、日本の場合、経済効率アヅブだけを漁業の［1的としてしまって良いのでしょうか？
　私の答えはノーです　経済、環境、社会、それぞれのバランスをとりながら、持続可能な形で食料
生産をすることが口木漁業の目的であると思っています
　国民的な議論が必要なのは、2さにこの点です　日本の海にある豊かな漁業資源をどうすべきか、
そのためには漁業の目的をどうとらえるのか、皆で意見を出し合い、方向性を共有しておくことが重
要でしょう
　そろそろ時間ですので以上で発表は終わります　どうもありがとうございました
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発表資料　八木信行
↓ワーキンググjL・・一プ
〈i－・mンタクトグループ
名古崖（c◎朗◎）：20欝年憩月で
　　　　決《転｝た重要な事項
・名古蓮議定鍵（AB5．Ac斑ss　a磁be醗fぽ
5ぬ新g戊＝医薬品の原料になる動植物な
ど「遺伝資源」を利用するための国際ルー
　ル。
・愛知目標＝生物多様性保全のために
2020年までに各国などが行う行動目標
　（法的拘束力はない）。その中で、10％の
海域を保護区などにするべき旨が記載。
　　日本の海洋生態系保護は大丈夫か？
規摸
成立過程
現地蘭穣者
ぱ蓮与
取締ま9や
モニタリング
極ぬて大鐡縷幾展　　小規縫臼辺は数百
辺1紅ooo緬程擦謬　メー仁ル程度など）
中央政府の主導　　現地関係者による自
　　　　　　　　主的設置が多い
立入堺ま許可制（原立入りや住肩§ξま簿雛i
住民iぱ例外〕、漁業
禁止
政府が実施　　　　漁業者などが監視や
　　　　　　　　モニタリングなどを実
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実は、日本も海洋保護に熱心
・日本のMPAを網羅的に調べ、全国に1161カ所
　の保護区が存在することを確認したtt
’その30％は自主的な管理の枠組みであること
　が判明。
日本の海洋保護区の枠組みとその箇所数
巧　．　き
国立公園・国定公薗の　環境省
海中公罰地区
海【吾特割地区　　　　　　潔境省
鳥組檬謹区の特別保
護区
挺謹氷露
遭境竈』
i嚢蘇蛙
自譲公国法
自竪翼境保護法
鳥獣法
ぺ　　　　　声
82
1
23
1旗産資溝｛耀濠　　　　　　　　　§2?
灘璽《工晒き 縁R麟@　躍繰の編鰍616
，　　　tt　　　ヒ　’　　tttt　’　　ゴ　　　　　　　　　　　ミ　　　　　　　　　　　　　　　’　　’　　　　　　　’　’　　　　　L　　　’　tt　　　　　’　　’　　　　　　　　　’　コ　’　　　　　　　　　　　　ギ
葉漁区・地域の自支的漁素協潟組合　　　　漁察梅行使規則凍出．な取決め〉　　　　　　　　　　　　　　　版である場合が多い・　　387
）・t・：ttW　Y∂陪が　tT　J　Mψ呼〆yelett恒j　jFeHS’，lJJPぷe　‘11sU｛Ut　jt‘曇　じ諏叉卿、｝劉10　ai／l　tb乙ト‘aR←「二A“｛
，「ITtlド’sO｛く　M3「tr．“口O祝Vf；’0匙t【1
日本の漁業
　　規制
　法繕、
灘臨…Sg　ti、
ぷ繍隔翼棄灘い
．違瀧犠欝曝◎裏叢　ゴ?
　　　産地市場経営が漁協の収入源
（それを資源管理や漁場験視などに使用）
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合慧形成を行い、また勉捨会等も行う
このような自主的な活動は、漁業権制度がそ
　　　　　のきっかけとなっている
》川
A浦の
漁場
8浦の漁場
川s
沖創お◎◎m～20Km
程度まで
対象魚種は、海藻、貝、
イセエビ、タコなど
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海洋保護と漁業政策は関係している
漁獲枠（NZI）　　蜘麟i用懲欝・葡
畢
漁獲奏嫁の魚 擁鰯礎購＼
民間活力を導入し、水　到底受け入れられない。構想
産業の復興を急ぐ　　撤回を求める
色々な意箆豪聞く方針 被災者であるわれわれの意見
を聴かずに結論を出Lた
企業は参入しても短期的な経
済判断ですぐに撤退ずる。残っ
た、地域社会は疲弊する。
どち項の雲い分に驚当懲iがあるの力咋
東日本大震災復興構想会議資料〈緊急提言〉
水産業の早期復興策
宮城県知事村井嘉浩平成23年5月10H
養殖薬等の｝曾牢漁業の阜筋な復興と醸争力のある水産秦の再績纂にpmltて、
生崖から加工’販売まて一捧的に取り紺む新たな経言粗庭の匡愛立・導入、三
業の⊃ストへの助成などを鍵言
「宮城水産薬復興特区の創設1
養殖業等の沿岸漁業への民聞による参入や資本
の導λなどが促進されるよう、水産業復興特区を
劇設するt／
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華鱒繊難難灘、灘議綴i
驚蕪饗灘…慧糠灘騨麟
　　　　　　　　　雛嚢撲灘鱗蜘懸魏繊繕
　　　　　　　　　難雛鑛麟辮
懸1
そもそも、竃城県庁のアイディアでは、
潰鷺餐｛Pためにゴう工なるか怪しい、
寧緩懸薯i編る謀穆藁壌現墳が慧繕墾莚｝ばも、講
難嶽灘雛灘旙巖蕊遮璽拒拓簸．
難i鑛霧i轡覇讐矯i誘雛ぴ
・萎蠣羅撚璽譲者鱗綴欝護韓蕪遼
　車鰹繋雛議簸轍む蟻1ず蔭批萎蕎誉亘、・
・灘纏裏嚢鞠◎璽灘灘灘幕欝蔭墨転難x萎の
灘灘難．e．．：三i’1，二鷺げ　　．、
また、地域社会維持につながるかも疑問
・「企業は参入しても短期的な経済判断ですぐ
　に撤退するため、残った、地域社会は疲弊す
　る」というアtf－一ルは本質を突いている。
・現在の企業の価値判断は、四半期ごとに業
績を公表し、それをマーケットが1判断。そのサ
イクルが短期過ぎて、人間の社会面でのサイ
　クルに合っていない。
・企業は短期、地域社会は長期
企業は環境コストを負担するのかも疑問
・漁業権は、世界で進んでいる管理方式とされ
る「権利準拠型の漁業管理」に区分される。
・ニュー一ジーランドなどが実施しているITQ（個
　別漁獲割当）と伺じく、B本の漁業権も国際
　評価コら｛高し、“
・参入自由にすることは環境破壊につながるた
　め、諸外国でも禁じ手とされている。ITQも、ラ
イセンスを有する人の中だけで売り買いされ
　ている。（外資の参入阻止の効果もある）
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以下の構図が成り立てば、生態系保全活動が
　　　　　　安定実施される
沿岸］主態系・漁
場環境業を保全
する蓑用慮思
決定費用、監視
取締費用、漁場
保全費用など1
将※得られると
思われる便益
漁獲量維持、ブ
ランドイメージ向
上による漁獲物
拳価の上昇な
　　ど）
魎璽噸．
都会に住
む人間によ
る生態系保
護の意識
保全の押しつ
け＝沿岸漁業
者や住民だけ
が生態系保全
のコストを負担
このような外部からの押しつけ型では、仕組みは長続き
　しない一iただし、人が罵住していない場所は例外】
沿岸環境悪化の現状がすで1ある
　　（TPPでもれは議論が必要）
H本では漁獲は減少・養殖は頭打ち
　　　　　　　日本漁業の漁獲高推移
　　　出典農林水産雀・漁業養殖業生産ぽ計年報
　　　　　　　　　　　　　　　　　・遠洋
14　　　　　　　　　　　　　　　　　宏沖合
12
io28
R6
漁獲量が減少したのは、遠洋漁業の
　　　　衰退とマイワシの不漁
薫洋滋藁乏マイワシ澹穫を織いた日
　　本漁秦の濠穫嘉
覆本漁鱗衰退は、経済
以タ↓の2大養因＆霧入
によvて騒産贔が価格
決定力を喪失したため
改革するのであれば、次のよう1：すべき
『禁三壁謹峯梨難蕊薔蒜聾象馨
　　売店の地位向上）、資材高騰、後継者不足、競合｛
　　ぽの台頭など、鐵しい現i蓑に直面．
i2その中で生き残るためには価格勝負ではだめ．“
．’R．付加価値を高めること、っまり消費者が求める情1
禦理品・撒こは安臓全面を高める坤
i攣籍とは・生産だけでなく瀧などを一体とし；
［5その際には、締、環境、社参のト助レボトムラi
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